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日本共産党 参院選で躍進 自公の暴走に立ち向かう

７月２１日に投開票が行われた参院選挙の結果、日本共産党は比例代表で５１５万の得票を得て５人が当選、選挙区でも東京、大阪、京都で議席を獲得しました。非改選の３議席とあわせると日本共産党は１１議席になり、参院での議案提出権を獲得しました。応援していただいた方々に、お礼申し上げます。                    ｐ選挙の結果、安倍政権与党が自・公の両党で７６議席を獲得し、非改選とあわせ参院の過半数を獲得したからといって、国民が安倍政権の政策を支持したとは言えません。安倍首相は選挙中の訴えの大半を経済問題に費やしましたが、その内容は株価が上がったなどの手柄話で、国民が不安を募らせている雇用の改悪や消費税増税については語らず、原発の再稼働や憲法改悪についてはほとんどダンマリです。圧倒的多数の国民は原発の再稼働や憲法改悪を支持していません。                                                                    ｐ自・公は今回の参院選を衆参の「ねじれ」を解消する選挙と位置づけましたが、もともと衆院での３分の２を超す議席自体、大政党に有利な小選挙区制でゆがめられた「虚構」です。参院選での自公の議席も１人区で議席を獲得したことが影響しています。衆参で「ねじれ」は解消しても、国民の意思と国会の議席の「ねじれ」は一層大きくなっています。安倍政権への監視を強め、暴走を許さない国民の闘いが、これから一層重要になってきます。                  　　　　　　ｐ日本共産党は、安倍政権の暴走に正面から立ち向かい、公約実現のために力を尽くす決意です。                                                          

日本共産党が、呼びかけきた、日本政治の「四つの転換」は、                    第一の転換―「国民の所得を増やして景気回復を図る政治」です。              　ｐ消費税増税中止。大企業の内部留保の一部を活用した賃上げと安定雇用を提起。 第二の転換―「原発ゼロの日本」です。                                      ｐ原発再稼働・輸出をやめ、再生可能エネルギーへの大転換を。                    第三の転換―「憲法を守り、憲法を生かした平和日本」です。                   第四の転換―「自主・独立・平和日本」です。                                  ｐ農業、国民皆保険、食の安全、雇用を壊し、日本を丸ごとアメリカに売り渡す亡国のＴＰＰを許しません。アメリカいいなりの日米安保条約を廃棄し、本当の独立国といえる日本をつくっていきましょう。                                        ｐ桑名市議団も、この「四つの転換」実現のためにこれからも頑張って参ります。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　　　　　　　　
桑名西医療センター跡地(旧市民病院)活用検討委員会
第１回「桑名西医療センター跡地活用検討委員会」が７月１８日（木）に開催されました。目的は、委員会の名前の通り跡地の活用を検討する事です。委員の構成は、学識経験者１名、総合医療センター関係者３名、桑名市・医師会各１名、地元自治会代表３名の９名です。地元の代表を半数以上にするよう要望しましたが聞き入れられませんでした。本年度中に方針を決め、来年度に事業を実施するスケジュールが確認されました。その後、その他の項目で、質疑がおこなわれ、新病院建設について多くの疑問の声が出されました。
　Ｑ、寿町への移転の理由は何か？市民が納得できるものか？Ａ、市民の要望でもある利便性。Ｑ、津波が想定される地域へ、なんで移転するのか納得できない
Ａ、・・・（返答なし）。Ｑ、移転を決める前に相談、諮問があってしかるべきだ。移転を決めてから意見を求められて反対もできない状況にある。Ｑ、独法化後の桑名市の意向はどのように反映されるのか。Ａ、土地、建物、医療設備等は桑名市地方独立法人へ移管されているが、財産処分は桑名市の権限に属している。財産処分は桑名市議会の承認が必要であり、２０００万円以上は市長の認可が必要。
Ｑ、跡地に診療所などの医療機関を残せるのか。Ａ、例えば民間への売却・移管もありうる。

最後に、まとめとして、議長（委員長）から、地方独立法人桑名市総合医療センターとは、その位置づけ等について明らかにすること。「移転の理由について、周知されていない」と指摘されている、次回の委員会（９月予定）で理解していただけるよう説明をすること。の発言がありました。

傍聴された方から次の様な感想が寄せられましたので紹介します。
・質疑のほとんどは（上記Ｑ＆Ａ）自治会関係者から出された不安や疑問などですが、市民として、地元住民として、西医療センター利用者とすれば当然です。

・「跡地活用検討委員会」の開催と運営について。広く桑名市民、地元住民などへ周知のうえ委員会を公開・傍聴を原則として審議をすすめること。第１回検討委員会の開催と傍聴について、一般市民の傍聴参加が少なかった。市民への周知が十分になされていたのかどうか。
・西医療センター廃院にともなう地域の変化について。西医療センター廃止により身近な医療機関が無くなり、コミュニティー・バスの路線と運行に重大な影響を及ぼすことは必至と思われます。地元住民の多くの方から「病院があったから引っ越してきたのに・・」と不安や心配の声を聞きます。地域住民にとっては「健康と暮らし」に関わる重大な問題です。
・跡地活用検討委員会の検討・審議について。２０１５年４月に“新病院開院と西医療センター廃止が決められていますが、当初の「基本計画」を見直すことも含めて、時期にこだわることなく市民や西医療センター利用者、跡地の地元住民、移転先の住民から幅広く十分な意見を求め、十分且つ慎重な検討・審議がされることを望みます。
「城山公園」売却問題　住民の意見を聞いて緑を守れｐ７月１６日から、城山公園の売却に向けた申し込みが始まり、２３日に締め切られました。参加企業は７社ほどらしいです。落札者決定の入札は、７月２９日(月)午前１０時から桑名市役所で行われます。
　７月１２日（金）には、住民の方と署名（１回目と含めて３００筆程）を持って市と２度目の交渉をしました。桑名市は完全に逃げています。売却する桑名市土地開発公社の副理事長と担当課長、児童公園を中止させた都市整備部長の３人が出席し対応しました。
　土地開発公社は、公社は財政健全化のために市長の命令により売却するの１点張り。住民の意見は関係なく、全く聞く耳を持たない。この緑と空間の癒し効果を理解しない。桑名の都市計画マスタープランも分かっていない。市側は、決定事項と言うだけ。これでは話し合いにならない。
　住民の意見を聞こうとしない伊藤市政の先行きに不安を感じる。借金が減れば、住民の福祉はどうでもいいという姿勢だ。
中日新聞の７月１７日の「波の詩」の記事「公園」（下欄）は、私たちを応援してくれているようで救いでした。

桑名市内の少し小高い住宅地に、城山公園と呼ばれる緑の空間がある。市民の憩いの場となってきたその場所に、最近「売却予定地」の看板が立った。突然知らされた周辺の住民から「残してほしい」と声が上がっている。

土地は市の土地開発公社が保有する。もともとは、市の公園予定地として購入した。しかし、市が本年度、公園を造らないと決めたため、一般競争入札で売られることになった。

公社は銀行からの借入金で土地を購入した。年々利息が積み重なる。このような保有地は他にもあり、今回買い手が付けば、抱える借金を減らすことができる。一方で、いったん開発されれば貴重な空間は望んでも戻らない。

市が事業化できず、判断も下せずにいた間に、市民にとって事実上、公園になってしまった。公社が購入して流れた月日は二十年以上になる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（渡辺聖子）
学校給食　異物が混入事故のその後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ今年の４月に学校給食に異物が混入されていた事件で、旧桑名市の各小学校の点検結果の一覧がやっと手元に届きました。 
調理器具・備品で交換・修繕が必要なものが２０校で３００件近くあり、施設修繕は１００件も出てきました。（今まで言うことができなかったのか、現場で押さえられていたのか。）

調理器具については交換を行ったが、調理備品や施設の修繕は、今後計画的に改善していくとの返事であった。

やっていることにスピード感が感じられない。伊藤市長も事故現場に足を運ばれたと聞いています。予算を見ながらの計画的とは言わずに、この際９月に補正予算（本来６月でした。）を組んで一期に解決していくべきではないでしょうか。
名古屋でリニア新幹線の説明会　中止の判断は今しかない！　　　　　　　　　

ｐ説明会は愛知県や名古屋市などでつくる「リニア中央新幹線建設促進愛知県期成同盟会」とＪＲ東海の共催で行われました。中間駅やルートの詳しい位置は、今秋に公告される「環境影響評価」の準備書の中で示めされるようです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ地下のトンネルや駅を車両が進むときに、磁力による健康被害を心配する声や、火災時に避難する方法について質問が出されました。ＪＲ東海の担当者は、山梨県の実験線で得た磁力の測定値や国の基準を提示し「安全を確認している」と応じました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ愛知県内では用地買収などの制約がなく、深さ４０メートル以上の地下を利用し、名古屋市から春日井市にかけてトンネルを設けるという。トンネル内の換気や避難に使う非常口を５キロおきに造る計画があり用地買収は必要です。　　　　　　　　　　

ｐ桑名においても大深度の地下を通るわけですが、伊藤市長も三重県の期成同盟会に入っており、東京名古屋と大阪までの同時開通を要望している事は問題です。
国保の特定健診が無料に　要求実現！！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ２００８年４月から、メタボリックシンドロームの予防と改善を目的とした特定健康診査と特定保健指導を実施しています。（メタボリックシンドロームとは、内臓脂肪の蓄積に加え、高血糖、高血圧、脂質異常という危険因子を併せ持った状態をいい、症状が進むと心臓病、脳卒中、糖尿病等の生活習慣病につながりやすくなります。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１、対象となる人　４０歳以上７４歳以下の桑名市国保に加入の方 (桑名市国保から６月下旬、受診券を発送済。)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２、実施期間　　　７月１日から１１月３０日　　　　　　　　　　　　　　　

３、自己負担額　　２０１３年度から無料、今までは１０００円　　　　　　　

４、健診場所　　　受託医療機関　(受診券の指定医療機関一覧を同封。)　　　　　

５、健診項目　　　問診、身体計測(身長・体重・BMI・腹囲)、診察、血圧測定、 血中脂質検査(中性脂肪・HDLコレステロール・LDLコレステロール)、肝機能検査(GOT・GPT・γ－GTP)、血糖検査(空腹時血糖またはHbA1c)、腎機能検査(クレアチニン、尿素)、尿検査(尿糖・尿蛋白)、心電図検査、眼底検査(*) 、貧血検査(赤血球数・血色素量・ヘマトクリット値)(*) 
(*については、一定の基準に該当し、医師が必要と判断したものを選択して実施)
６、特定保健指導　特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果が多く期待できる方に対して、その状況に応じて保健指導が実施されます。対象になる方には、案内を送付します。
７、特定健康診査を受けないとどうなりますか　特定健康診査を受けなかったからといって、罰則はありませんが、私たちの健康をおびやかす、心臓病、脳卒中、糖尿病などの生活習慣病は特に症状がないため、気づかないうちに進行します。これらの病気の進行を早期に発見するために特定健康診査を受けることが非常に重要です。また、特定健康診査の受診率・メタボリックシンドロームの予備群の減少率などが定められ、その達成率に応じて、７５才以上の医療制度(後期高齢者医療制度)への支援金が、２０１５年度から反映されます。受診する人が少なくなれば、それだけ健康が冒されるリスクが高くなります。そして、将来、支援金が増加されて国保の保険財政運営が厳しくなり、その結果、保険税が高くなったりする可能性もあります。「暇がない」と健診を先延ばしにするのではなく、ご自身の健康管理のため、年1回の特定健康診査を受診しましょう。
（桑名市のＨＰから）
Ｎｏ．１９０　　　　　２０１３年　７月２５日
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日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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